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0. コンソーシアム内における各主体の役割分担

川崎重工業(株)（幹事会社）ヤンマーパワーテクノロジー(株) (株)ジャパンエンジンコーポレーション

研究開発の内容

①推進用_中速_4ストロークエンジンの開発

②水素燃料タンク・燃料供給システムの開発

③実船実証

研究開発の内容 研究開発の内容

①補機用_中高速_4ストロークエンジンの開発

②水素燃料タンク・燃料供給システムの開発

③実船実証

①推進用_低速_2ストロークエンジンの開発

②水素燃料タンク・燃料供給システムの開発

③実船実証

液化水素燃料船の普及の実現

●CNP政策、他液化水素プロジェクトとの連携

●燃料供給拠点やバンカリング船の検討

●船主、造船業界への普及活動（営業活動）

●各規格・基準の国際標準化や安全性も加味した合理化方針による規制合理化の検討

社会実装に向けた共同活動

水素燃料エンジン開発試験設備（水素燃料系、水系、油系、圧空系等のユーティリティー）の共同利用

●ジャパンエンジン向けに開発 川崎重工に仕様を提示

川崎重工に仕様を提示 ●ヤンマー向けに開発
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・2050年のカーボンニュートラルを達成する為に、

GHG排出を大幅に削減可能な燃料転換が不可欠

・カーボンフリー燃料として水素燃料が有望視

・外航・内航大型船向け水素燃料エンジンは不在

研究開発体制図

推進用 低速
2ストロークエンジン
の開発
(5,000kW超)

補機用中高速
4ストロークエンジン
の開発
(800kW、1,400kW)

推進用中速
4ストロークエンジン
の開発
(2,000～3,000kW)

②水素燃料タンク
燃料供給システム
(MHFS*)の開発

連携
連携

ENEOS
（協力会社）

岩谷産業
（協力会社）

基礎試験研究

液化水素の供給

日本水素エネルギー(船主)

川崎重工業（造船）
国内船主
（船主/運航）

共同研究、設備管理

日
本
海
事
協
会

(

船
級
承
認)

商船三井（船社）
商船三井ドライバルク（船社）
尾道造船（造船）

九州大学 広島大学HyEng株式会社
(共同出資新会社)

①水素燃料エンジンの開発

現状の課題とコンソーシアム構築の背景

*MHFS（Marine Hydrogen Fuel System)：舶用水素燃料タンク及び燃料供給システム

共通課題を共同で効率良く解決し、
純国産エンジンメーカーコンソーシアムによる
世界に先駆けた水素燃料エンジンの開発

共通課題例：水素脆化
 水素間欠燃焼
 水素燃料供給システム
 水素燃料 国際ルール対応 等

0. 研究開発体制

共通の課題を効率よく解決し、最速の製品化を目指した体制を構築

HyEng
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推進用中速４ストロークエンジン

水素燃料タンク・燃料供給システム

補機用中高速４ストロークエンジン

推進用低速２ストロークエンジン

①舶用エンジンマーケットのボリュームゾーンとなる
出力0.5MW～15MWをカバーする
水素燃料エンジンをコンソーシアムにて同時並行開発

②水素燃料供給システムも含めたインテグレーション提供

③水素燃料エンジン搭載を実現する国際ルール作り

④普及のための標準化戦略立案と共同実行

HyEng株式会社

水素燃料エンジン開発のセンター会社的な役割を目指す

共同出資新会社を設立済み

P

P

P

推進用 中速 4ストローク
出力：2000～3000 kW
回転数：720 rpm

推進用 低速 2ストローク
出力：3000～15000kW
回転数：79～215rpm

J-ENG

70m3

70m3

水素燃料タンク
（液化水素）

ポンプ
蒸発器

補機用 中/高速 4ストローク
出力：800kW/1400kW 
回転数：900rpm/1800rpm

本設備の維持・管理、運転はHyEngの予定

共通水素供給設備 水素エンジン運転設備

コンソーシアムによる取組内容

水素燃料船の普及拡大により、持続可能な社会の実現を目指す

0. コンソーシアムの特徴 HyEng
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1. 事業戦略・事業計画
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（社会面）
• 低炭素社会から脱炭素社会に意識が変化している。
• 海運においても脱炭素化が求められている。

（経済面）
• 削減限界費用の高い削減手段の必要性が高まっている。
• 経済的に合理的な燃料と舶用推進機関が求められている。

（政策面）
• IMOはMEPC80においてGHG削減戦略を改定し、国際海運からの

GHG排出削減目標を「2050年頃までにGHG排出ゼロ」に強化した。
これによりカーボンニュートラル化の動きがさらに加速される見通し。

（技術面）
• 将来の適切な舶用燃料(水素、アンモニア、メタノール)と機関のシス

テムが模索されている。
• 船舶のサイズや用途でそれらシステムの合理性は異なる。

カーボンニュートラル社会における産業アーキテクチャカーボンニュートラルを踏まえたマクロトレンド認識

1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

海運における脱炭素化に向けて、 舶用水素エンジン市場が急速に拡大すると予想

化石燃料のエネルギー
（＋CCUS)

再生可能エネルギー

⚫ 市場機会
海運における脱炭素化に向けて、水素サプライチェーンの構築に合
わせ、舶用水素エンジンの機器市場が急速に拡大すると予想。

⚫ 社会・顧客・国民等に与えるインパクト
一時的に海上輸送コストが上昇するが、技術の習熟と他のセク
ターも含む水素燃料の拡大普及により、影響は低減されてゆく。

⚫ 当該変化に対する経営ビジョン
提案各社は舶用水素エンジン市場拡大に向けて、将来を見据え、
安価、高効率なシステム・機器の研究開発を続け、市場の要請に
応えていく。

原子力のエネルギー

水素

熱・動力

電気

二次エネルギー 二次エネルギー

製鉄

合成燃料

化学工場

自動車
鉄道

飛行機

光

通信

音

冷暖房

蒸気利用

船舶

（2050年の産業構造）

発電

水電解
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セグメント分析 ターゲットの概要

需要家 船主想定ニーズ 目標シェア(2050)

1. 事業戦略・事業計画／（2）市場のセグメント・ターゲット

①舶用水素エンジン市場の中で機関出力2~30MWを要する船舶推進用をターゲットとする。
②MHFS*については、すべての水素燃料船をターゲットとする

市場概要と目標とするシェア・時期
①当社が狙う水素エンジンは単機出力2~8MWである。IMO・GHG削減戦略によれば、複数

のシナリオにおいて、200TWh及び800TWhの普及可能性が示されている。当社の試算で
   は、2050年の2~8MWレンジの水素エンジン市場は約1000~4000基を想定している。
   それらに対して、ライセンス生産含め下記の表のように目標シェアを設定した。

②MHFSについては、ライセンス生産を含め、2050年においてすべてのレンジで70～90%の
高い目標シェアを設定した。

外航船

同上

①当社の開発する4サイクル中速エンジンは、単機出力で2~8MW
   であり、複数台搭載で30MW程度までをターゲットレンジとする。

②当社の開発するMHFS*は、液水燃料を使用するすべてのレンジ
（燃料タンク：数十~数万m3）に対応することを目指す。

10,000kW

1,000kW

100kW

タグ

バッテリー

出力

航続距離（定係港への帰還間隔）

1日 1週間 1か月

外航船

大型内航船

小型内航船

小型船

燃料電池

当社のエンジンターゲットレンジ

当社のMHFSターゲットレンジ

水素エンジン

全長230m

全長300m

全長400m

全長25m

全長113m

燃料タンク数万m3

燃料タンク数千m3

燃料タンク数百m3

燃料タンク数十m3

大型内航船

小型内航船

小型船

機関 ：8～30MW

MHFS :0.5～1.6万m3

機関 ：2～8MW

MHFS :100～1500m3

機関：燃料電池/バッテリー

MHFS :15～100m3

外航船
機関 ：30以上MW

MHFS :1.6万m3以上

対象外

70％

30％

70％

60％
90％

対象外

90％

課題

・多数の海外勢の参入に備えた差別化
・燃料充填プロトコルの整備
・バンカリング船を含めた燃料補給拠点
の整備

・海外における機器のメンテ拠点の整備
プロペラ直結除く

・燃料充填プロトコルの整備
・バンカリング船を含めた燃料補給拠点
の整備

機関 ：数値はエンジン出力を示す
MHFS :数値は液化水素タンク容量を示す

*MHFS：舶用水素燃料タンク及び燃料供給システム
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社会・顧客に対する提供価値 ビジネスモデルの概要（製品、サービス、価値提供・収益化の方法)と研究開発計画の関係性

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル
当社が保有する液化水素技術と水素エンジン技術を用いて、舶用水素エンジンとMHFS*を開発し、
それらの製品の販売事業を創出/拡大

顧客である船主/造船会社に
水素エンジン及びMHFS*を製
品として販売する。

①水素エンジン

単機出力：2~8MW

②MHFS *

全ての出力レンジに対応

P

P

P

当社の研究開発計画 ビジネスモデル

MHFS*のみの販売
全てのレンジに対応
した水素MHFS*の販売

セット販売
当社、YPT、J-ENGを優先した
MHFS *とエンジンのセット販売

＋

＋

＋

①自社エンジンの開発 ②コンソーシアムメンバー
のMHFS*も開発

自社

ヤンマーパワーテクノロジー（YPT)

ジャパンエンジン

自社向け

YPT向け

ジャパンエンジン向け

*MHFS（Marine Hydrogen Fuel System)：舶用水素燃料タンク及び燃料供給システム
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1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル（標準化の取組等）

市場導入（事業化）しシェアを獲得するために、ルール形成（標準化等）を検討・実施

標準化戦略の前提となる市場導入に向けての取組方針・考え方

（将来考えられる海外の基準化動向）
• ISO 液化水素燃料
• ISO 液化水素バンカリング操作の安全性とリスク評価
• IMO 水素燃料船IGFコード
• IMO 新燃料(水素・アンモニア)使用時の排ガス計測方法

（将来規制動向）
• IMOによる船舶からの温室効果ガス(GHG)削減規制

国内外の動向・自社のルール形成(標準化等)の取組状況

• 公衆安全要求を基準・規則（国際条約・船級規則・国内法）に反映
• 新燃料使用に伴う共通課題を当コンソ・HyEng社で開発・解決
• 基準・規則適合および課題解決技術として、当コンソの製品および技術

パッケージ（ライセンス）を提供
• 当コンソ製品および技術パッケージ（ライセンス）の優位性を見える形に

するため、民間認証・格付などの新取組みを模索

• 水素エンジン事業～標準化戦略立案・推進を行う専門部署を各社で設立済
• 製品・技術パッケージ(ライセンス)を支える新技術の知的財産取得を確実に実施
• オープン＆クローズ戦略において、オープン領域とクローズ領域(例：コア技術／

燃焼制御)について仕分けし、特にオープン部分における事業戦略を検討
• 水素燃料推進システム全体提供,船舶設計支援等､当コンソの優位性を活かした

事業戦略を立案・推進

【現状】
• 排ガス計測方法,NOx認証において､ワーキングチームを3社で立上げ、共通化

を推進。共通の認証方法についてClassNK殿と協議中
• 共通課題情報（シール、配管材料、センサー）を3社で共有するワーキング

チームを設立済
• 船員教育については、代替燃料使用に伴う課題認識と技術動向共有のため、

海技大学校との情報・意見交換を開始

水素エンジンを含む推進システムに関わる具体的標準化取組内容

• ゼロカーボン燃料の排ガス計測方法、NOx認証の取得方法
• 水素に対するシール技術（ガスケット、パッキン）標準の構築
• 配管材料等の選定・使用基準
• 様々な設置場所における水素漏洩検知センサーの選定・使用基準
• 水素燃料推進システムの取扱、安全対策の基準
• 水素燃料船に乗船する船員教育体制構築

【現状】
• IMOによる船舶からの温室効果ガス(GHG)削減戦略の強化あり

「2023 IMO GHG削減戦略」に掲げられた国際海運のGHG排出削減目標（2030年までを抜粋）
https://www.mlit.go.jp/report/press/kaiji07_hh_000289.html
〇 IMOで策定する対策(ルール)により、達成を目指す目標
◇2030年までに、ゼロエミッション燃料等の使用割合を5～10%
◇2030年までに、CO2排出(輸送量当たり)を40%削減（2008年比）

〇 GHG排出ゼロ達成のための今後の削減目安
➤2030年までに、GHG排出を20～30%削減（2008年比）

• 上記標準化戦略の考え方に基づき、当コンソの要望としてClass NK殿と
船級規則化における技術要件の粒度に関する議論を開始

HyEng
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1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル（標準化の取組等）

開発成果のオープン&クローズ戦略の検討推進

開発成果はオープン＆クローズ戦略において、オープン領域とクローズ領域について仕分けし、標準化と知財占有化を検討する。

標準化
他社に対して自社の技術の一部をオープンにすることで、市場への他社の参入を誘導する。（イノベーションの誘発）
（例：エンジン本体部分、EGR機器 等）
ライセンス

コア技術に関しては秘匿しつつ、製造図面提供を行い普及とコストダウンを狙う。
（例：大形舶用ディーゼル主機におけるライセンスエンジンをビジネス模範とし、同様のビジネス形態を目指す。）

ノウハウ or 知財占有化
自社が独占すべきコア部分をクローズして、自社の利益拡大を狙う。
（例：燃焼制御技術、燃料噴射技術、EGR制御技術、異常燃焼検知・状態監視技術 等）

技術

クローズ化 オープン化

特許庁資料から編集

◆独自技術などを秘匿化（ノウハウ）
◆知財の占有化

・独占実施
・権利侵害差し止め

◆他社に自社技術の使用を許すこと
・標準化
・デファクトスタンダード化
・ライセンス
・クロスライセンス

クローズ

オープン

オープン

HyEng
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自社の強み
• 当社は世界初の液化水素運搬船を建造しており、

船舶向けの水素機器の技術者を保有している。

• 当社はこれまで水素エンジンの基盤研究を行ってき
た実績のある技術者を保有している。

• さらに大型の運搬船の建造を予定しており、開発さ
れる水素エンジンの搭載を予定している。

• 当社はガスエンジンメーカであり、製品生産工場も
有している。

ターゲットに対する提供価値
• ターゲットである船舶（ユーザ）に水素エンジン及

びMHFSを供給/搭載することにより、その船舶は
CO2を排出しない環境性の極めて高い船舶となる。

自社の弱み及び対応
• 当社の経営資源では、複数のボアサイズ/レンジの

エンジンを同時に開発することは困難。

• ジャパンエンジンとヤンマーパワーテクノロジーとで分
担開発する

他社に対する比較優位性自社の強み、弱み（経営資源）

自社

Ａ社

Ｃ社

【現在】従来ガスエ
ンジン、水素エンジ
ン及び水素MHFS共
に世界でトップの自
社開発技術を保有。

技術 顧客基盤 サプライチェーン その他経営資源

1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング

当社が保有する液化水素及び水素エンジンの技術を用いて
水素エンジンシとMHFS*を顧客に提供する事業を創出/拡大

【現在】舶用ディー
ゼルエンジンの顧客
基盤を保有する。

【現在】国内主体の
部品サプライチェー
ン（SC)を保有。水素
関連部品のSCも構築
している。

【現在】工場内に生
産ライン及び技術者
を保有。会社として
水素ビジネスを強力
に推進している。

【将来】さらなる開
発を継続して、世界
でトップの技術の維
持を目指す。

【将来】現在の顧客
基盤を用いて水素エ
ンジン及び水MHFS
を販売普及。

【将来】既存の部品
SCで水素エンジン及
水素MHFSの部品を生
産。

【将来】既存の生産
ライン及び技術者を
用いて水素エンジン
及び水素MHFSを生産

・水素技術を保有し
ていない。しかし技
術供与を受けている
海外ライセンサーが
水素技術開発を加速。
その技術供与が強敵。

Ｂ社

・舶用エンジン業
界で強固な顧客基
盤を保有するもの
の世界的には減少
方向。ライセンス
生産のため販売先
に制限有。

・国内主体に部品SC
を保有。ただし新規
の水素関連技術の部
品については海外ラ
ンセンサーからの指
示に従うと推測。

・工場内に生産ラ
イン及び技術者を
保有。ライセンス
製品を主体として
おり開発用資源は
限定的。

・ガスエンジンの自
社技術を保有するも
のの、性能は当社よ
りも劣る。水素技術
は有していない。

・舶用ディーゼル
エンジンの顧客基
盤を保有する。

・国内主体の部品
SCを有している。

・工場内に生産ライ
ン及び技術者を保有。

*MHFS（Marine Hydrogen Fuel System)：水素燃料タンク及び燃料供給システム
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1. 事業戦略・事業計画／（5）事業計画の全体像

2021年に研究開発を開始、2028年頃より順次事業化、2035年以降の投資回収を想定

事業化 投資回収

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

売上高

研究開発費

取組
段階

エンジン開発
開発計画
検討

試験設備
設計

試験設備
機器製作

試験設備
建設

試験
実船
搭載

試験 試験 試験 試験

エンジン開発
（実船実証）

－ － － － － －
実船
実証

実船
実証

実船
実証

実船
実証

上市
準備

上市 販売 販売 販売 販売 販売

CO2削減効果

研究開発

エンジン生産事業を商業化

約61億円（コンソーシアム全体）
➢ 本事業終了後も性能改善及びバリエーション
展開の開発を継続

約309万t

✓ 2021年より研究開発を開始し、2028年頃より製品ごとに順次事業化を目指す。

✓ 2035年以降に製品ごとに投資回収ができる見込み。
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• Sea Japan 2022広報展開
• 日本舶用工業会、次世代環境船舶開発センター

共催のワークショップにて講演
• 水素DFエンジンのNK船級協会の基本設計承認を

取得。同時にプレスリリースを実施。
• エンジン模型を作成し、G7国交大臣サミットに出展
• NOR-ShippingにてGI基金により3社コンソ、

HyEng社による水素エンジンおよびMHFSの開発
の取組みを報告

• Europort 2023にエンジン模型を含め出展

研究開発・実証

取組方針

国際競争
上の
優位性

1. 事業戦略・事業計画／（6）研究開発・設備投資・マーケティング計画

研究開発段階から将来の社会実装（設備投資・マーケティング）を見据えた計画を推進

設備投資 マーケティング

①水素燃料エンジンについて
• 2031年度に、8MWクラス(18シリンダ）までのレンジ

のエンジンを製造できる生産ラインを整備する。

②MHFS（舶用水素燃料タンク及び燃料供給システム）

• 2031年度に、数十m3~1万m3までの液化水素
MHFSの生産設備を整備する。

①水素燃料エンジンについて
• 3MWクラス(8シリンダ)の開発及び実船実証を行う。
• 着火方式としてパイロット着火と電気着火の開発を行

う。
• 机上で8MWクラス(18シリンダ)までのレンジの研究開

発を行う。
②MHFS*について
小型(YPT社向)及び大型(J-ENG社向)のMHFS*の
開発を行い実船実証を行う。

• 実船実証に対して積極的に発表、視察/見学を受
入、その有効性をPRし、将来の製品リリースにむけ
た営業を開始する。

• YPT社、J-ENG社及び3社の合弁HyEng社と協
力してすべてのレンジを対象として、水素燃料エンジ
ンとMHFS*のセット販売、さらには推進システムパッ
ケージ、バンカリングシステムも含めたセット販売を積
極的に行う。

• YPT社、J-ENG社は、世界各国に事業拠点を有し
ており、それらの販売網を協力/利用して、今回研
究開発される製品を世界各国に販売活動を行う。

• 現在、既存の外航船用舶用ディーゼルエンジン主機
のほとんどは海外ライセンス製品で占められている。一
方、水素エンジンおいては、新たに世界で開発競争
が開始されている。

• YPT社、J-ENG社と協力して、いち早くすべてのレン
ジに対応する純国産の水素エンジンを開発し、優位
性なポジションを得る。

• 今回研究開発される製品は、多くの国産部品の使
用を想定しており、日本メーカの技術と設備が使用さ
れる。したがって、日本メーカの優位性が確保される。

• 既存のエンジンの部品調達サプライチェーン、アフター
サービス体制の大部分をそのまま利用でき、設備投
資を最小限とすることが可能。

進捗状況 ①水素燃料エンジンについて
陸上実証試験に向け、3社共通の水素供給設備工
事に着手。2024年1Qに完工予定。

②MHFS（舶用水素燃料タンク及び燃料供給システム）

実証方法およびこれに伴う設備について検討開始。

①水素燃料エンジンについて
詳細設計が概ね完了し、部品製造に着手。

②MHFS*について
小型MHFSの長納期部品の調達に着手。
大型MHFSの基本設計が完了し、詳細設計に着手。
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国際水素サプライチェーンとリンクした水素燃料エンジンの市場投入

・舶用水素燃料エンジン事業は、国際水素サプライチェーンとリンクした事業である。

・商用化実証および商用化により、安価で大量の水素の輸入が始まる2030年から
水素を「使う」技術として、水素燃料エンジンの社会実装が始まるシナリオを描く。

1. 事業戦略・事業計画／参考資料（将来の社会実装を見据えて行う、事業化面の取組内容）
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国際水素サプライチェーン

水素燃料船
燃料電池自動車など

1. 事業戦略・事業計画／参考資料（将来の社会実装を見据えて行う、事業化面の取組内容）
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商用化へのステップとしての”商用化実証”

蒸気タービン船

水素エンジン船を想定水素運搬船自身の推進システムも水素エンジンへの転換を想定

1. 事業戦略・事業計画／参考資料（将来の社会実装を見据えて行う、事業化面の取組内容）
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水素サプライチェーン商用化実証と水素燃料エンジンの開発スケジュール（連携）

3社コンソーシアムは、商用化実証および商用化により、安価で大量の水素の輸入が始まる2030年から
水素を「使う」技術として水素燃料エンジンの社会実装が始まるシナリオを描く。

水素燃料エンジン
社会実装

水素燃料エンジン開発・実船実証 社会実装

将来の社会実装を見据えて行う事業化面の取組内容

商用化実証開発スケジュール
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１．事業戦略・事業計画／（7）資金計画

※1 ,3 消費税抜き、インセンティブを含まない

※2 毎年委託事業のインセンティブ相当分は自己負担として計上

※4 助成事業終了後の資産買取り費用は含まない

委託事業
委託事業
補助事業

補助事業

（単位：百万円） 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

事業全体の資金需要

うち研究開発投資

国費負担（委託）※1
国費負担（補助）※3

自己負担
（設備投資含む）※2

国の支援に加えて、コンソーシアム全体で77億円規模の自己負担を予定

約249億円（コンソーシアム全体）

約229億円（コンソーシアム全体）

約172億円（コンソーシアム全体）

約77億円（コンソーシアム全体）

➢ 本事業終了後も性能改善及びバ
リエーション展開の開発を継続
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２. 研究開発計画
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研究開発項目

• 多気筒エンジン舶用
   運用システムの開発

研究開発項目

KPI

1

舶用水素ガスエンジンの商用化。
将来のゼロエミッション化を見据え、脱炭素燃料である水素を使用するガスエンジンの開発を行い、実船実証にて安定運

航を実現する。

アウトプット目標

監督官庁の安全要求を満足する舶
用水素エンジンを使用した推進システ
ムの完成。

• 多気筒エンジンの開発2

• 多気筒エンジンの実船
実証

3

1.推進用
中速4ストロークエンジンの開発

KPI設定の考え方

水素ガスエンジンの商用化を達成するために必要なKPI

異常燃焼抑制技術を適用したエンジ
ンを船舶に適用する。
出力2～3MW
水素混焼率≧95%

修理・復旧することなく3ヶ月以上運転
継続する。

リスクアセスメントを実施することにより、監督官
庁が要求する安全性を満足するシステムおよ
び制御を構築する。

単筒試験機にて先行開発した異常燃焼抑制
技術を、多気筒エンジンに適用し、船舶で運
用できるようにする。

一定期間以上の実船運行により、実運転条
件における信頼性・耐久性を確認する。

研究開発内容

• パイロット燃料を使わな
い燃焼技術の開発

4 出力2～3MW ①-③で開発したエンジンをベースに、パイロット
燃料方式以外の燃焼技術を開発する。

2. 研究開発計画／（1）-1 研究開発目標（エンジン）
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KPI 現状 達成レベル 解決方法

• 多気筒エンジン運
用システムの開発

監督官庁の安全要
求を満足する舶用
システムを開発する。

詳細設計中
および
製造着手
（TRL4)

要求を満足
させる
（TRL5)

• 船級協会，造船所と共同で、天然ガスエンジン
推進船とリスクが同等となるようアセスメントを実施
し、要求仕様を定める。

• 船級協会より，液化水素運搬船に適用可能な
エンジン・制御システムの型式承認を取得する。

• 多気筒エンジンの
開発

異常燃焼抑制技
術を適用したエンジ
ンを船舶に適用する。
出力2～3MW
水素混焼率
≧95%

詳細設計中
および
製造着手
（TRL4)

多気筒エン
ジンを製造
する
（TRL5)

• 単筒試験機にて先行開発した燃焼技術を多気
筒エンジンに適用する。

➢ 過給機システムに適応した負荷変動対応
EGRを開発し多気筒エンジンに搭載する。

➢ 燃焼室部品は単筒機開発品を適用する。
• ①にて開発した舶用運用システムおよびエンジンを

船舶に搭載する。

• 多気筒エンジンの
実船実証

修理・復旧すること
なく3ヶ月以上運転
継続する。

基本設計に
着手
（TRL3)

実証評価完
了
（TRL8)

• ②で船舶に搭載した多気筒エンジンを用いて実船
にて実証試験をする。

• 実船試験で発生した問題点は、陸上の試験機に
て再現試験をし、対応策を検討する。

• 検討した対応策を実船実証に適用する。

• パイロット燃料を使
わない燃焼技術の
開発

出力2～3MW 初期アイデア
のみ
（TRL1)

多気筒機に
て評価
（TRL6)

• 既設の単筒試験機にて要素試験を実施し、異着
火方式を確立する。

• 確立した着火方式を多気筒エンジンに適用して評
価する。

1

2

3

4

各KPIの目標達成に必要な解決方法（エンジン）

2. 研究開発計画／（2）-1 研究開発内容（エンジン）
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直近のマイルストーン これまでの（前回からの）開発進捗 進捗度

• 多気筒エンジ
ン運用システ
ムの開発

リスクアセスメントを実施し、
安全要求に対応したエンジ
ンシステムおよび制御方法を
開発する。

• 船舶搭載のエンジンシステムの安全性評価（HAZID）を完了。
• エンジン単体での安全性評価（FMEA）を完了。
• エンジン詳細制御設計が完了し、制御装置を作成中。

○
計画通り推進中

• 多気筒エンジ
ンの開発

EGRシステムを搭載した実
証エンジンの設計・製造を
完了する。

• EGRシステムの設計が概ね完了し、部品製造に着手した。
• エンジン本体の設計が概ね完了し、部品製造に着手した。
• エンジンの陸上試運転設備の詳細配置設計が完了し、工事計

画を策定中。
• ３社共通の陸上水素供給設備について工事着手した。

○
計画通りに推進中。

• パイロット燃料
を使わない燃
焼技術の開発

(2024-30年度の取組） － －

• 多気筒エンジ
ンの実船実証

(2024-30年度の取組） － －

1

2

4

3

2. 研究開発計画／（2）-1 研究開発内容（エンジン）

各KPIの目標達成に向けた個別の研究開発の進捗度
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直近のマイルストーン 残された技術課題 解決の見通し

• 多気筒エンジ
ン運用システ
ムの開発

リスクアセスメントを実施し、
安全要求に対応したエンジ
ンシステムおよび制御方法を
開発する。

• 制御装置の安全装置などが設計通りに
機能するか動作確認する。

• 単体機能確認装置（HILS）を作成中で
あり、HILSにて制御装置単体の動作確認を
～2024/3月で計画している。

• 多気筒エンジ
ンの開発

EGRシステムを搭載した実
証エンジンの設計・製造を
完了する。

• 設計検証したEGR特性や過給機性能
が得られるか、実機で確認およびチューニ
ングが必要。

• 船舶搭載に耐えうる耐久性を有するか、
実機での確認が必要。

• 陸上実証試験にて性能評価を実施する計
画。

• 陸上実証試験にて耐久試験を実施する計
画。

• パイロット燃料
を使わない燃
焼技術の開発

(2024-30年度の取組） － －

• 多気筒エンジ
ンの実船実証

(2024-30年度の取組） － －

1

2

4

3

2. 研究開発計画／（2）-1 研究開発内容（エンジン）

個別の研究開発における技術課題と解決の見通し
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リスクアセスメントの取り組み概要

水素DFエンジンの安全性評価の為
に、以下の2点の手法を用いて検討・
評価した。

①HAZID
Hazard Identification Studyの
略で、プラントやシステムにおける安全
性評価を行う

②TQスキーム
Technical Qualificationを意味し、
NK船級で型式承認を取得する為に、
事前に水素特有のFMEAを実施

2. 研究開発計画／（2）-1 参考資料（個別の研究開発内容の詳細）

船舶に搭載する
エンジンシステムとして、
HAZIDを実施済

エンジン単体で水素特有の問題に対するFMEAを実施済
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水素燃料エンジンの陸上試験運転設備の工事進捗状況【設備建設地全景】

2. 研究開発計画／（2）-1 参考資料（３社共通の実施内容）

自己加圧蒸発器

ベントポスト

液化水素タンク

(2023年6月末時点：参考)

(2023年11月末時点)

バッファタンク

窒素ガス発生装置

コンテナ型電気室

水素配管

HyEng
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2. 研究開発計画／（2）-1 参考資料（３社共通の実施内容）

水素供給設備は2024年秋ごろに完成予定

HyEng

水素燃料エンジンの陸上試験運転設備の工事進捗状況【水素供給設備】

液水タンク

排気塔

配管ラック

液水ポンプ設置場所
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1)対象材料の選定

エンジン部品の中から、
水素脆化影響が懸念される
材料・使用環境をピックアップ

2)SSRT※試験(九州大学)

該当材料の使用環境に応じて、
SSRT※試験を実施

3)疲労強度試験(九州大学)

SSRT(Slow Strain Rate Technique)
：低ひずみ速度引張試験

電気推進船
(試験として内航船使用)

【適用材料の水素環境下での材料試験および水素脆化の影響評価】
水素に暴露される可能性のある材料に対し、水素脆化の影響度をまずは調査するべく、九州大学との共同研究を以下のフローにて
進めている。

・水素環境下と大気下における
疲労強度の比較

・水素による疲労強度への影響評価

水素脆化の影響が
大きい環境を特定

疲労試験 アウトプットのイメージ

引
張
応
力

条件A 条件B

疲労限度の
低下有無を確認

コンソーシアム共通の技術課題における進捗度

2. 研究開発計画／（2）-1 参考資料（３社共通の実施内容） HyEng

【達成状況】
➢ まずは先行して、重要部品かつ設計に時間のかかるエンジン部品より評価する材料を選定。
➢ 選定した材料について、エンジン使用環境下において、水素脆化の影響がないことの確認が出来た。

※引き続き、追加の材料評価を継続中。
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コンソーシアム共通の技術課題における進捗度

【水素燃焼の最適化研究】

■目的・実施概要
急速圧縮膨張装置(RCEM)により、基礎燃焼試験(予混合、直噴)を共同で実施。
予混合・パイロット燃料噴射と水素ガス直接噴射方式の､各々における水素燃焼
CFD＃モデルの妥当性検証や燃焼制御条件検討のため､水素燃焼観察への取組
みを行った。舶用エンジンのような高過給圧・高噴射圧下での同様な事例は少なく､
異常燃焼回避に役立てると共に､出力向上(高BMEP◎化)に繋げる。

■達成状況
予混合と直噴方式について予定した実験を完了し、各々の結果に対しての考察を
加えるとともに、知見を得ることが出来た。

2. 研究開発計画に対する進捗・参考資料（３社共通の実施内容）

＃CFD(Computational Fluid Dynamics)：数値流体力学 ◎BMEP(Brake Mean Effective Pressure)：正味平均有効圧力(エンジンの排気量によらず、トルク特性を横並びに評価するために用いられる指標)

HyEng

九州大学【水素噴流のモデル化のための研究】

■目的・実施概要
予混合燃焼方式では､水素燃料噴射条件の最適化により、混合気
の均一化を図ることが異常燃焼回避に繋がる。その予測ツールとして、
給気ポート内の水素と空気の混合気形成CFD#用モデルを確立する。

■達成状況
水素噴流の可視化実験と､試験装置のCFD#モデル化による計算を
完了し､両データ間において各パラメータでの良好な一致が得られた。

広島大学

観測風洞

噴射ノズル

境界条件
出口側

境界条件
水素噴射

境界条件
入力側

水素噴流CFDベースモデル 試験装置

装置全体概要

風洞入口

Flow

風洞出口

CFDモデル

噴射ノズル

噴流研究（燃焼研究:右記）

予混合方式における
燃料供給の仕組み
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研究開発項目・事業規模

①多気筒エンジン舶用
   運用システムの開発

②多気筒エンジンの開発

実施スケジュール

2021 2025 2030

研究開発期間（委託）

実証

実施主体

KHI

KHI

KHI

KHI

2032…

船舶搭載対応

③多気筒エンジンの
実船実証

④電気着火による
燃焼技術の開発

安全要求検討 対策検討

実機評価

1. 

推進用中速
4ストローク
エンジンの
開発

2. 研究開発計画／（3）実施スケジュール

研究開発スケジュール（エンジン）

事業化

社会実装

:ステージゲート審査

結果反映
KPI:
修理・復旧することなく3ヶ月
以上運転継続

KPI:
異常燃焼抑制技術を適用したエンジ
ンを船舶に適用する
出力2～3kW
水素混焼率≧95%

KPI:
監督官庁の安全要求を満足する舶
用システムを開発する

マイルストーン:
船舶への搭載完了

マイルストーン:
開発完了

研究開発項目

研究開発期間（補助）

エンジン設計・製造

マイルストーン:
実証完了

製造・試験改良設計

設備製造

ステージゲート1:
製造着手前

ステージゲート2:
実船実証開始前研究開発内容

(総事業規模/国費負担額)※

要素試験 実機評価
KPI:
出力2～3kW

マイルストーン:
着火方式確立

現在
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研究開発項目

小型MHFSの開発

研究開発項目

KPI

1

MHFSの商用化。
当社の保有する舶用天然ガス供給設備および陸上用水素供給設備の技術を活用して、舶用特有の要求および監督官

庁の安全要求を満足する水素供給システムを開発する。

アウトプット目標

MHFSがコンテナに収まるようにする。

小型MHFSの陸上実証2

小型MHFSの実船実証3

大型MHFSの開発4

2.MHFS（舶用水素燃料タンク及
び燃料供給システム）の開発

KPI設定の考え方

2. 研究開発計画／（1）-2 研究開発目標（MHFS）

MHFS（舶用水素燃料タンク及び燃料供給システム）の商用化を達成するために必要なKPI

出力変動時においても供給圧力がエンジン
要求範囲に収まるようにする。

修理・復旧することなく3ヶ月以上運転継続
する。

舶用に対応した200m3クラス以上の液体
水素タンクを備えたMHFSを開発する。

小型水素ガスエンジンに適応し、船舶に搭載可能な
MHFSを開発する。

小型エンジンの出力変動などに追従可能なことを確
認する。

実船にて一定期間以上運転することで、船体動揺を
含む舶用運転条件における安定運転を確認する。

推進用の大型直噴(高圧)水素ガスエンジンに適応
し、船舶に搭載可能なMHFSを開発する。

研究開発内容

大型MHFSの陸上実証5 出力変動時においても供給圧力がエンジン
要求範囲に収まるようにする。

大型エンジンの出力変動などに追従可能なことを確
認する。

大型MHFSの実船実証6 修理・復旧することなく3ヶ月以上運転継続
する。

実船にて一定期間以上運転することで、船体揺れな
どの様々運転条件における安定運航を確認する。
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KPI 現状 達成レベル 解決方法

小型MHFSの開発

MHFSがコンテナに
収まるようにする。

舶用システ
ムを検討中
（TRL2)

システムを製
造する
（TRL5)

• 保有する舶用天然ガス供給システム技術を参考
に、コンテナに収まるコンパクト設計を行う。

• 監督官庁と共同で安全要求を作成し、安全要求
に対応するシステムの開発を行う。

小型MHFSの陸上
  実証

出力変動時におい
ても供給圧力がエン
ジン要求範囲に収
まるようにする。

舶用システ
ムを検討中
（TRL2)

陸上試運転
完了
（TRL6)

• ①で開発したMHFSを工場敷地内に設置し、適用
する水素エンジンと接続、試験する。

• エンジンが要求する供給圧力で安定供給できるこ
とを確認し、適用する船舶に搭載する。

小型MHFSの実船
  実証

修理・復旧すること
なく3ヶ月以上運転
継続する。

舶用システ
ムを検討中
（TRL2)

実証評価完
了
（TRL8)

• ②で船舶に搭載したMHFSを用いて実船にて実
証試験をする。

• 長期間運転により不具合の洗い出しおよび解決
をする。

大型MHFSの開発

舶用に対応した
200m3クラス以上の
液水タンクを備えた
MHFSを開発する。

舶用システ
ムを検討中
（TRL2)

システムを製
造する
（TRL5)

• 舶用小型MHFSのスケールアップによる大型システ
ムを開発する。

• 監督官庁と共同で安全要求を作成し、安全要求
に対応するシステムの開発を行う。

1

2

3

4

2. 研究開発計画／（2）-2 研究開発内容（MHFS）

各KPIの目標達成に必要な解決方法（MHFS*）

大型MHFSの陸上
  実証

出力変動時において
も供給圧力がエンジ
ン要求範囲に収まる
ようにする。

舶用システ
ムを検討中
（TRL2)

陸上試運転
完了
（TRL6)

• ④で開発したMHFSを工場敷地内に設置し、適用
する水素エンジンと接続、試験する。

• エンジンが要求する供給圧力で安定供給できるこ
とを確認し、適用する船舶に搭載する。

5

大型MHFSの実船
  実証

修理・復旧することな
く3ヶ月以上運転継
続する。

舶用システ
ムを検討中
（TRL2)

実証評価完
了
（TRL8)

• ⑤で船舶に搭載したMHFSを用いて実船にて実
証試験をする。

• 長期間運転により不具合の洗い出しおよび解決
をする。

6

*MHFS（Marine Hydrogen Fuel System)：舶用水素燃料タンク及び燃料供給システム
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2. 研究開発計画／（2）-2 研究開発内容（MHFS）

各KPIの目標達成に向けた個別の研究開発の進捗度

小型MHFSの開発

小型MHFSの実船実証

1

2

3

直近のマイルストーン これまでの（前回からの）開発進捗 進捗度

40-ft コンテナサイズに収ま
るコンパクトなMHFSユニッ
トの開発を完了する。

○
計画どおり進捗中

(2026-28年度の取組）

• 26年度上期実施を計画中（実証船への搭載は27年度）

－ －

－小型MHFSの陸上実証 (2024-25年度の取組）

大型MHFSの開発

大型MHFSの実船実証

4

6

(2023-25年度の取組）

舶用に対応した大型の液
化水素タンクを備えた
MHFSの開発を完了する。

○
計画どおり進捗中

(2027-29年度の取組）

－

－ －

－大型MHFSの陸上実証 (2025-26年度の取組）

• 8月に関係各社と初期リスクアセスメント（HAZID会議）を実
施した。MHFS関連では55項目のハザード/ リスクが議論され、
広く許容されるリスク、ALARP領域にあるリスクの評価になった。
     ALARP (As Low As Reasonably Practicable) 領域
          … 合理的に実行可能なリスク制御対策を実施する

• HAZID報告書は作成済み、船級AiP取得を調整中。
• 基本設計から詳細/ 生産設計ステージに移行した。
• 水素機器・装備品類（LTが必要なもの）の発注を進めている。

• 水素燃料タンクや機器類の船上搭載を検討するための技術図
面を出図/ 定期的に更新、関係各社に共有している。（例）
プロセスフロー図、バンカリングステーションユニット図、高圧液水
ポンプ外形図、高圧/低圧水素熱交換器ユニット図、他

• 上記のタンクや機器類の船上配置の開発・検討をするため、定
期的な打合せを関係各社間にて実施している。（月1-2回）

• 水素燃料船のHAZID会議（23年度末予定）に向けた準備
（水素ガス拡散解析など）を実施している。

5
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個別の研究開発における技術課題と解決の見通し

小型MHFSの開発

小型MHFSの実船実証
3

直近のマイルストーン 残された技術課題 解決の見通し

コンテナサイズに収まるコン
パクトなMHFSユニットの開
発を完了する。

1. 液水タンクの舶用化対応
2. 燃料供給システムの小型化、液水タンクの大

型化（コンテナサイズの中で）
3. 負荷変動や外乱に対して、安定した燃料供

給の継続
4. リスクアセスメントによるリスクの抽出とハザード

の検討、必要な軽減対策の提案

(2026-28年度の取組）

－

－ －

－小型MHFSの陸上実証 (2024-25年度の取組）

大型MHFSの開発

大型MHFSの実船実証

4

5

6

(2023-25年度の取組）

舶用に対応した大型の液
化水素タンクを備えた
MHFSの開発を完了する。

(2027-29年度の取組）

－

－ －

－大型MHFSの陸上実証 (2025-26年度の取組）

1. 液水タンクの舶用化対応
2. 高圧への対応
3. 負荷変動や外乱に対して、安定した燃料供

給の継続
4. リスクアセスメントによるリスクの抽出とハザード

の検討、必要な軽減対策の提案

1. 船体揺動の加速度条件に基づくﾀﾝｸ
構造初期検討を実施中。

2. 舶用高圧液水弁、高圧液水ﾎﾟﾝﾌﾟ
のﾒｰｶｰ技術照会・選定を実施中。

3. ﾌﾟﾛｾｽｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる応答性の検
証・評価を行う。(ﾎﾟﾝﾌﾟ選定後)

4. HAZID会議（23年度末）の準備中
… 水素ｶﾞｽ拡散解析を各種実施済

2. 研究開発計画／（2）-2 研究開発内容（MHFS）

1. 船体揺動の加速度条件に基づくﾀﾝｸ
支持構造の疲労評価を実施中。

2. TCSの配管艤装の詳細/ 生産設計
を実施中。

3. ﾌﾟﾛｾｽｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを実施、安定した燃
料供給の継続を確認済。

4. HAZID会議完了。抽出された課題は
対策を詳細設計に反映している。

2

1
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研究開発項目・事業規模

①小型MHFSの開発

②小型MHFSの陸上実証

実施スケジュール

2021 2025 2030

研究開発期間（委託）

実証

実施主体

KHI

KHI

KHI

KHI

2032…

船舶への据付け③小型MHFSの実船実証

④大型MHFSの開発

開発 製造

試運転設備

2. 研究開発計画／（3）実施スケジュール

研究開発スケジュール（MHFS*）

事業化

社会実装

:ステージゲート審査

KPI:
舶用に対応した大型の液体水素タンクを
備えた水素供給システムを開発する。

KPI:
修理・復旧することなく3ヶ月以上運転継続

KPI:
エンジン要求通りに水素が供給できる
ことを確認する

KPI:
コンテナに収まるコンパクトな舶用水
素供給システムを開発する。

マイルストーン:
性能確認完了

マイルストーン:
開発完了

研究開発項目

研究開発期間（補助）

マイルストーン:
実証完了

KHI⑤大型MHFSの陸上実証
KPI:
エンジン要求通りに水素が供給できることを
確認する

KHI⑥大型MHFSの実船実証
KPI:
修理・復旧することなく3ヶ月以上運
転継続

2.
MHFS（舶用
水素燃料タン
ク及び燃料供
給システム）
の開発 実証

実証船舶への据付け

開発 製造

試運転設備

マイルストーン:
性能確認完了

マイルストーン:
製造完了

マイルストーン:
実証完了

実証

ステージゲート1:
①の製造着手前

ステージゲート2:
⑥実船実証開始前

*MHFS（Marine Hydrogen Fuel System)：舶用水素燃料タンク及び燃料供給システム

研究開発内容
(総事業規模/国費負担額)※

現在
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実施体制図 各主体の役割と連携方法

各主体の役割

• KHIが、プロジェクトの幹事会社を担う。

• KHIは、推進用中速4ストローク水素エンジンの開発及び、YPT社と
J-ENG社向けのMHFSの開発を行う。

• YPT社は、発電補機用中高速4ストローク水素エンジンの開発を行う。

• J-ENGは、推進用低速2ストローク水素エンジンの開発を行う。

• 上記3社及びHyEng（上記3社の合弁会社）、九州大学、広島大
学の6機関で共通基盤技術の研究を行う。

• HyEngは安全性、材料、燃焼の研究を行う。

• 九州大学は、水素対応の材料試験、燃焼試験を行う。

• 広島大学は、水素燃料の混合気形成・流動可視化試験を行う。

• 岩谷産業及びENEOSはエンジン開発試験、MHFSの開発試験及び
両者の実船実証用の液化水素を供給する。

研究開発における連携方法
• 6機関の共通基盤研究を実施するために、九州大学、広島大学と

はKHIが代表で、 HyEngとは個社ごとに再委託契約を締結する。

• YPT及びJ-ENGはKHIに対して、それぞれの開発エンジンに必要な
MHFSの仕様を示し、それらを基に、KHIがMHFSの研究開発を行う。
またエンジンとMHFSを組み合わせた陸上試験や実船実証を共同で
行う。

• KHI,YPT,J-ENGから岩谷産業及びENEOSに、試験や実証に必要な
液化水素の発注を行う。また、将来の水素燃料のバンカリングシステ
ムや拠点の共同検討を行う。

2. 研究開発計画／（4）研究開発体制

各社の共通の課題を効率よく解決し、最速の製品化を目指した研究開発体制を構築

推進用_低速
2ストロークエンジン

の開発

補機用_中高速
4ストロークエンジン

の開発

①水素燃料エンジンの開発

推進用_中速_

4ストロークエンジン
の開発

幹事会社
川崎重工（KHI）

6機関での共通基盤研究
川崎重工が代表で契約

九州大学
(材料研究)

広島大学
(流動可視化)

HyEng

再委託再委託

②水素燃料タンク・
燃料供給システム
（MHFS*)の開発

ヤンマーパワー
テクノロジー（YPT)

ジャパンエンジン
（JENG)

川崎重工
（KHI)

連携

連携

ENEOS
（協力会社）

岩谷産業
（協力会社）

基礎試験研究

液化水素の供給

液
化
水
素
の
供
給

日本水素エネルギー(船主)

川﨑重工（造船）
（船主）

基礎試験研究 共同研究、設備管理

日
本
海
事
協
会
（N

K
)

(

船
級
承
認)

商船三井（運航）
商船三井ドライバルク（運航）
尾道造船（造船）

*MHFS（Marine Hydrogen Fuel System)：舶用水素燃料タンク及び燃料供給システム

再委託

九州大学
(燃焼可視化)

再委託
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研究開発項目 活用可能な技術等 競合他社に対する優位性・リスク研究開発内容

• 舶用天然ガスエンジンの安全対策技術

• 天然ガス燃料船の安全対策技術

• 小型液化水素運搬船の安全対策技術

• 小型液化水素運搬船「すいそふろんてぃ
あ」を開発・建造しており、水素特有の技
術要件を既に把握している。

多気筒機運用
システムの開発

１.
推進用
中速4ストロークエンジン
の開発

多気筒エンジン
の開発

パイロット燃料
を使わない燃
焼技術の開発

• 舶用天然ガスエンジンの開発・設計・製造技術

• 天然ガス燃料船の開発・設計・製造技術

• 単気筒水素試験機関による燃焼開発技術

• 自社開発EGR技術（2サイクルDF機関）

• ガス燃料点火技術

• 単気筒水素試験機関による燃焼開発技術

多気筒エンジン
の実船実証

• 舶用エンジン部品信頼性評価技術

• 材料評価技術

• 社内でエンジン設計・船舶設計とデータ
を共有し、設計の早い段階からすり合
せができる。

• 国内初LNGバンカリング船「かぐや」を開
発・建造しており、バンカリングのノウハウ
の蓄積がある。

• 火花点火式の舶用天然ガスエンジンを
商品化しており、ノウハウを蓄積している

• 社内に水素関連機器の開発実績があり、
信頼性評価のノウハウを保有している

1

2

4

3

2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有
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研究開発項目 活用可能な技術等 競合他社に対する優位性・リスク研究開発内容

• 舶用天然ガス供給システム技術

• 陸上用水素供給システム技術

• 天然ガス燃料船の安全対策技術

• 小型液化ガス運搬船「すいそふろんてぃあ」
を開発・建造しており、水素特有の技術要
件を既に把握している。

小型MHFSの
開発

2.
MHFS（舶用水素
燃料タンク及び燃料
供給システム）の開
発 小型MHFSの

陸上実証

小型MHFSの
実船実証

• 舶用天然ガス供給システム技術

• 陸上用水素供給システム技術

• 液化水素運搬船建造技術

大型MHFSの
開発

• ①に同じ

• 舶用天然ガス供給設備の実績があり、舶
用化の課題を把握できている。

• 陸上用水素供給設備の製造実績があり、
水素利用における課題を把握できている。

• 小型液化水素運搬船「すいそふろんてぃ
あ」を開発・建造しており、水素特有の技
術要件を既に把握している。

1

2

3

4

2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有

大型MHFSの
陸上実証

• ②に同じ
5

大型MHFSの
実船実証

• ③に同じ
6

• 小型から大型までのガス供給設備の実績が
あり、スケールアップ設計のノウハウがある。
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３．イノベーション推進体制
（経営のコミットメントを示すマネジメントシート）
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組織内体制図

3. イノベーション推進体制／（1）組織内の事業推進体制

経営者のコミットメントの下、専門プロジェクトチームを設置

組織内の役割分担

①水素燃料エンジンの開発
②水素燃料タンク・燃
料供給システムの開発

代表取締役社長
橋本 康彦

エネルギーソリューション＆マリンカンパニー（ESM)

レシプロエンジ技術部
副部長 東田 正憲
（研究開発責任者）

③要素技術研究

水素戦略本部

技術総括部

HSE部

水素エンジン及びMHFS

開発サポートチーム

水素エンジン設計チーム 水素エンジン開発チーム

*MHFS（Marine Hydrogen Fuel System)：舶用水素燃料タンク及び燃料供給システム

舶用推進ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

MHFS開発チーム

規格ライセンス部

船舶海洋ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

水素エンジンシステム
事業戦略課

研究開発責任者と担当部署

• 研究開発責任者
– 東田正憲

• 開発チーム
– 水素エンジン開発チーム

水素エンジンの性能評価、安全評価
– 水素エンジン設計チーム

水素エンジンの設計、製造フォロー
– MHFS開発チーム

MHFSの設計、性能評価、安全評価、製造フォロー
– 開発サポートチーム

社内水素関連技術の展開、技術サポート

部門間の連携方法

• 定期的な進捗確認会議を実施
• プロジェクトチーム連携用に窓口担当を配置
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経営者等による具体的な施策・活動方針 経営者等の評価・報酬への反映

• プロジェクトチームの配置メンバーおよびその管理職は、2021年4月から開始さ
れた「新人事処遇制度」において本事業を具体的な評価対象とし、事業内
における各メンバーの役割・達成度に応じた評価および報酬反映を行っている。

経営者等による今回プロジェクトへの関与の方針

3. イノベーション推進体制／（2）マネジメントチェック項目① 経営者等の事業への関与

• 経営者のリーダーシップ

– 水素燃料船のさらなる将来を見据え、水素燃料の供給から水素燃料エンジ
ンまでの一連のシステムに対する研究開発を続け、市場の要請に応えていく
ことを社内外の幅広いステークホルダーに対して自ら発信している。

• 事業のモニタリング・管理

– 社長直轄の報告会議、カンパニー内の報告会議を定期的に行い、事業の
進捗状況を確認し進捗を管理のうえ、必要な判断・社内指示を実施中。

– 報告会議においては、NEDO殿を初めとする事業関連のステークホルダーの
方針、マーケット等の市場、他社の状況等も共有し、総合的な判断を行って
いる。

– 報告会議を基本とした事業管理を行い、WG等に対する透明性を持った適
切な説明を実施している。

事業の継続性確保の取組

• 本事業を中期経営計画等に反映し、経営層全体として、本事業の進捗、
方向性を共有し、経営者の任期完了後の交代時においても事業進捗を遅
滞させることない継続性を確保する。
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取締役会等コーポレート・ガバナンスとの関係 ステークホルダーとの対話、情報開示

• 中長期的な企業価値向上に関する情報開示
– 中期経営計画等のＩＲ資料・統合報告書、CSR報告書等において、

事業戦略・事業計画の内容を明示的に位置づけ発信する。

– 採択された場合に、研究開発計画の概要をプレスリリース等により対外
公表する。

• 企業価値向上とステークホルダーとの対話
– 中期経営計画の説明会などを通じて、機関投資家等のステークホル

ダーへの説明を実施して行く。

– 研究開発の主要なマイルストーン達成時において対外的な公表を積極
的に実施して行く。

経営戦略の中核に水素エンジンシステム事業を位置づけ、企業価値向上とステークホルダーとの対話を推進

3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ

• カーボンニュートラルに向けた全社戦略
– グループビジョン2030において、水素関連事業の重要事業の一つとし

て位置づけ、当社が行う液化水素のサプライチェーン関連事業との連
携を図りながら2050年のカーボンニュートラルに向けた活動を行う。

    https://www.khi.co.jp/ir/pdf/etc_210601-1j.pdf

• 経営戦略への位置づけ、事業戦略・事業計画の決議・変更
– 中期経営計画は、3年に1度を基本として目標を定めるが、前述の報

告会等による進捗管理をとおして、必要に応じた事業戦略ないし事業
計画の変更を行い、必要に応じて経営会議等へ諮る。

• コーポレートガバナンスとの関連付け
– 当社は執行役員制度を採用しており、取締役は会社全体の経営計

画の承認を行い、各事業（カンパニー・ディビジョン）の運営は執行役
員等が担っている。執行役員は毎期所掌する事業の戦略・計画なら
びに目標を策定のうえ施策を実施し、その達成度に応じて評価される
とともに報酬等に反映される。
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経営資源の投入方針 専門部署の設置と人材育成

• 専門部署の設置
– 2022年度4月から、本社組織として水素関連を統括する水素戦略本

部を設置。事業運営を行うカンパニーと連携したプロジェクト組成、開発、
プロジェクト運営を行っている。

– 左記のとおり、これまで分かれていたエネルギープラントカンパニーと船舶海
洋カンパニーを統合し、エネルギーソリューション＆マリンカンパニーを設立。
水素関連の陸舶リソースの統合によるシナジー効果を狙う。

• 人材育成
– 将来のエネルギー・産業構造転換を見据え、プロジェクトチームには若手

を積極的に配置している。
– 必要な技術・スキルの育成に努めるべく2021年度より新人事制度を導

入。
– 社内公募、中途採用、新入社員配置を駆使し、新規人材の確保と育

成を図っている。

機動的に経営資源を投入し、社会実装、企業価値向上に繋ぐ組織体制を整備

3. イノベーション推進体制／（4）マネジメントチェック項目③ 事業推進体制の確保

• 全社事業ポートフォリオにおける本事業への人材・設備・資金の投入方針
– プロジェクトチームを立ち上げ、専門性のあるメンバーを配置。

– 川崎重工業㈱神戸工場に有する組立工場・運転場、および播磨工
場に有する試験設備等を活用して効率的な事業推進を図る。

– ジャパンエンジン二見工場内に、ジャパンエンジン、ヤンマーパワーテクノ
ロジー、当社の3社共通の水素エンジン試験運転設備、液化水素供
給設備を設置。迅速、効率的な本開発のために供す。

– 事業終了後の商用事業では適切な設備投資を行って製品供給を行
う。

• 機動的な経営資源投入、実施体制の柔軟性確保
– 2022年度4月よりエネルギープラントカンパニーと船舶海洋カンパニーを

統合し、エネルギーソリューション＆マリンカンパニーとして編成。水素関
連機器開発に対して、リソースの効率的かつ柔軟性を持った投入を可
能とする体制を構築。

– 経営層も含むプロジェクト進捗報告会議を毎週定例で行い、問題点
把握、予算変更措置に直結できる体制を構築済。
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4. その他
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4. その他／（1）想定されるリスク要因と対処方針

リスクに対して十分な対策を講じるが、対象とする市場が無く技術的開発意義を失った場合には事業中止も検討

研究開発（技術）におけるリスクと対応 社会実装（経済社会）におけるリスクと対応 その他（自然災害等）のリスクと対応

⚫ 事業中止の判断基準：

• 社会トレンドが変化し、液化機の必要性が低下するリスク

＜リスク対応＞
社会情勢等の情報収集に努め、液化機の需要が変化した
場合は、要素技術を転用可能な他のマーケットへターゲットを
変更し、開発計画および、達成目標の調整を行う。

• 天災地変、風水害その他の誰の責に帰すことができない
事由が発生するリスク

＜リスク対応＞
本開発を一旦中断の上、該当事由が収束次第、開発計
画、スケジュールの見直し等をNEDO殿と協議する。

• 開発において、想定していた以上の困難さが発見され、目
標として設定した技術の達成が、現実的に困難であるリス
ク

＜リスク対応＞
NIMSなどを初めとする社外との連携を図る。必要に応じて、

競合他社との共同開発も視野に入れ、開発計画を変更しな
がら目標の達成を目指し、目標値の再設定も検討する。

• 技術確立はできても、その技術に基づいて製作した製品が
価格や性能的に競合他社の製品に対して競争力を持た
ず、市場に受け入れられないリスク

＜リスク対応＞
社外の技術動向の収集と社内コスト管理を徹底し、必要に
応じて、市況を踏まえた目標値の変更を行う。

• 再設定した目標値では受け入れられる市場が存在せず、
技術的開発意義も無いと判断される場合。

• 転用可能な市場が存在せず、技術的開発意義も無い
と判断される場合。

• 事由発生後の状況において、開発計画やスケジュール
の変更を行っても開発継続が困難であると判明した場
合。


